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  （百万円未満切捨て）

１．平成27年３月期第３四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期第３四半期 30,701 △5.0 1,444 △48.9 1,842 △39.6 1,152 △80.3 

26年３月期第３四半期 32,307 23.9 2,827 228.1 3,052 197.2 5,854 924.2 
 
（注）包括利益 27年３月期第３四半期 1,735 百万円 （△73.4％）   26年３月期第３四半期 6,524 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期第３四半期 18.10 － 

26年３月期第３四半期 90.22 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

27年３月期第３四半期 64,966 44,569 67.7 

26年３月期 65,661 43,553 65.5 
 
（参考）自己資本 27年３月期第３四半期 43,992 百万円   26年３月期 43,026 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年３月期 － 0.00 － 15.00 15.00 

27年３月期 － 0.00 －     

27年３月期（予想）       15.00 15.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 47,400 △2.3 3,000 △30.2 3,400 △23.9 2,200 △64.6 34.53 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 

 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

（注）詳細は添付資料３ページ「２. サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見

積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期３Ｑ 70,424,226 株 26年３月期 70,424,226 株 

②  期末自己株式数 27年３月期３Ｑ 6,678,198 株 26年３月期 6,772,511 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期３Ｑ 63,703,554 株 26年３月期３Ｑ 64,892,665 株 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表の四半期レビュー手続が実施中です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１. 当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測

情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安に伴い大手製造業の企業収益に改善の動きがみられるな

ど、緩やかな回復基調が継続しておりますが、一方で、消費税率引き上げや急激な円安による物価上昇の影響を受

け、個人消費には弱さもみられます。このため、消費者心理の悪化に加え海外景気の下振れが、わが国景気を下押

しするリスクとなっております。 

当社グループの関係しております電気通信関連業界におきましては、移動通信関連分野ではLTEサービスの拡充

に伴うアンテナ需要が増加しておりますが、新規の基地局鉄塔数が減少していることから、鉄塔・工事関連需要に

ついては低水準での推移となっております。また、固定無線関連分野においては消防救急無線や防災行政無線等の

需要が増加しております。一方、放送関連分野においてV-Highマルチメディア放送の基地局需要が減少しているこ

とに加え、その他分野においても太陽光発電設備の案件が減少しております。高周波応用機器業界におきまして

は、主要顧客である日系自動車メーカーの海外生産拡大に伴って、設備投資需要が堅調に推移しております。な

お、電気通信関連業界・高周波応用機器業界ともに価格競争が激化していることから、受注を巡る環境は厳しいも

のとなっております。 

このような情勢の中で、当第３四半期連結累計期間における当社グループの受注高は、前年同期比15.5％減の

333億１千９百万円となり、売上高につきましては、前年同期比5.0％減の307億１百万円となりました。 

利益の面では、営業利益は前年同期比48.9％減の14億４千４百万円、経常利益は前年同期比39.6％減の18億４千

２百万円となり、四半期純利益につきましては、前年同期比80.3％減の11億５千２百万円となりました。 

なお、前第３四半期連結累計期間におきましては、厚生年金基金制度における代行部分（過去分）に係る返上益

を特別利益に計上しております。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。（報告セグメント等の業績については、セグメント間

の内部売上高等を含めて記載しております。）

 

① 電気通信関連事業 

 当事業では、移動通信関連分野においては、スマートフォンの普及に伴う通信量の増加に対応するため、移動通

信事業者によるLTEの基地局投資が進められており、LTEサービス拡充に伴い複数の周波数が使用されるようになっ

たことから、複数周波数に対応可能な多周波共用アンテナの需要が増加しております。また、平成26年12月には

LTE-Advanced向けの新たな周波数が移動通信事業者へ割り当てられたことから、将来のアンテナ需要につながるも

のとみております。一方、鉄塔・工事については、LTE化投資が既存基地局を中心に行われていることから、新設

の鉄塔数が減少傾向にあるため、需要は低水準での推移となりました。固定無線関連分野においては、平成28年５

月末までにデジタル化が予定されている消防救急無線需要が発生しているほか、各自治体における防災体制強化と

デジタル化の動きに伴って防災行政無線需要も発生しております。このほか、標準電波送信所設備の更新案件も売

上に寄与しております。放送関連分野においては、携帯端末向けV-Highマルチメディア放送の基地局需要が継続し

ておりますが、放送エリアの構築が進展したことから、案件数は減少傾向にあります。また、前期に売上が増加し

たその他分野については、太陽光発電設備の案件が減少しております。なお、いずれの分野においても価格競争の

激化により、受注環境は厳しさを増しております。このような環境のもと、当事業分野では部門間・グループ間の

連携強化による需要へのスピーディーな対応を図ると共に、製造原価の低減と生産性向上の推進に取り組んでまい

りました。その結果、受注高は前年同期比24.7％減の244億６千４百万円となりました。売上高については前年同

期比3.6％減の246億２千５百万円となりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比

33.5％減の21億５千１百万円となりました。

 

② 高周波関連事業 

 当事業では、主要顧客である自動車関連業界において、海外生産の拡大に伴う設備投資の回復傾向が継続してお

ります。このため、当事業の主力であります高周波誘導加熱装置については、海外向けの需要を中心に堅調な受注

状況にあります。一方、熱処理受託加工については、消費税率引き上げに伴う国内自動車メーカーの生産調整の影

響がやや長引いております。このような環境のもと、当事業分野といたしましては、積極的な提案による新規ユー

ザーの開拓に加え、フレキシブルな受注対応と価格競争力の向上による利益の確保に取り組んでまいりました。そ

の結果、受注高は前年同期比27.4％増の88億５千４百万円となりました。売上高については前年同期比11.5％減の

60億２千３百万円となりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比20.1％減の７億

６千１百万円となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ６億９千５百万円減少し649億６千６百万円

となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ18億５千７百万円減少し487億５千５百万円となりました。その主な要因

は、たな卸資産が47億１千６百万円増加したものの、仕入の支払等により現金及び預金が29億２千万円、受取手形

を含む売掛債権が38億５千４百万円それぞれ減少したこと等が挙げられます。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ11億６千１百万円増加し162億１千１百万円となりました。その主な要因

は、繰延税金資産が４億８千８百万円減少したものの、投資有価証券が９億３千９百万円、長期預金が７億５千万

円それぞれ増加したこと等が挙げられます。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ１億４百万円増加し153億２千３百万円となりました。その主な要因は、

未払法人税等が５億３千７百万円減少したものの、長期前受金からの振替等による前受金の増加に加え、短期借入

金が５億９千２百万円、支払手形を含む仕入債務が１億５千７百万円それぞれ増加したこと等が挙げられます。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ18億１千５百万円減少し50億７千３百万円となりました。その主な要因

は、長期前受金が前受金への振替等により11億４千３百万円、退職給付に係る負債が４億４千８百万円それぞれ減

少したこと等が挙げられます。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ10億１千５百万円増加し445億６千９百万円となりました。その主な要因

は、その他有価証券評価差額金が４億４千万円、利益剰余金が４億１千９百万円それぞれ増加したこと等が挙げら

れます。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 第３四半期連結累計期間における業績の進捗を勘案し、業績予想の見直しを行った結果、平成26年５月14日付

「平成26年３月期決算短信」にて発表いたしました平成27年３月期の連結業績予想を修正しております。 

 詳細につきましては、本日付で別途開示しております「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が359百万円減少し、利益剰余金が231百万円

増加しております。なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25

年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の期首より前に

締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用していた方法を継続するため、当実務対応報告の適用

による四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 25,057 22,137 

受取手形・完成工事未収入金等 18,965 15,111 

未成工事支出金 390 1,873 

その他のたな卸資産 5,149 8,382 

繰延税金資産 656 457 

その他 404 798 

貸倒引当金 △11 △5 

流動資産合計 50,612 48,755 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 9,856 9,754 

機械装置及び運搬具 7,740 7,673 

土地 2,146 2,146 

リース資産 250 260 

建設仮勘定 24 178 

その他 4,963 5,025 

減価償却累計額 △18,997 △19,067 

有形固定資産合計 5,984 5,972 

無形固定資産 217 180 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,450 6,389 

長期貸付金 98 66 

長期預金 800 1,550 

退職給付に係る資産 266 323 

繰延税金資産 675 186 

その他 1,658 1,649 

貸倒引当金 △102 △106 

投資その他の資産合計 8,847 10,058 

固定資産合計 15,049 16,211 

資産合計 65,661 64,966 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 9,988 10,146 

短期借入金 570 1,162 

リース債務 36 29 

未払法人税等 704 166 

未成工事受入金 133 300 

完成工事補償引当金 141 50 

製品保証引当金 87 80 

賞与引当金 610 353 

役員賞与引当金 135 － 

工事損失引当金 31 54 

その他 2,779 2,977 

流動負債合計 15,218 15,323 

固定負債    

長期借入金 100 100 

リース債務 68 61 

長期前受金 2,216 1,072 

役員退職慰労引当金 883 639 

退職給付に係る負債 3,565 3,117 

資産除去債務 49 49 

その他 5 34 

固定負債合計 6,889 5,073 

負債合計 22,108 20,397 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,774 8,774 

資本剰余金 9,700 9,700 

利益剰余金 27,102 27,522 

自己株式 △2,980 △2,948 

株主資本合計 42,596 43,048 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 631 1,072 

繰延ヘッジ損益 11 18 

為替換算調整勘定 11 41 

退職給付に係る調整累計額 △224 △188 

その他の包括利益累計額合計 430 943 

少数株主持分 527 576 

純資産合計 43,553 44,569 

負債純資産合計 65,661 64,966 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高    

完成工事高 14,009 10,866 

製品売上高 18,287 19,743 

その他の事業売上高 10 91 

売上高合計 32,307 30,701 

売上原価    

完成工事原価 11,715 9,616 

製品売上原価 14,304 15,901 

その他の事業売上原価 6 70 

売上原価合計 26,026 25,588 

売上総利益    

完成工事総利益 2,293 1,250 

製品売上総利益 3,983 3,841 

その他の事業総利益 4 21 

売上総利益合計 6,281 5,113 

販売費及び一般管理費 3,454 3,668 

営業利益 2,827 1,444 

営業外収益    

受取利息 10 15 

受取配当金 103 93 

為替差益 58 255 

その他 132 112 

営業外収益合計 304 477 

営業外費用    

支払利息 9 27 

コミットメントフィー 57 34 

たな卸資産処分損 10 17 

その他 1 0 

営業外費用合計 79 79 

経常利益 3,052 1,842 

特別利益    

固定資産売却益 8 6 

投資有価証券売却益 0 － 

厚生年金基金代行返上益 6,019 － 

特別利益合計 6,027 6 

特別損失    

固定資産売却損 0 0 

固定資産除却損 7 38 

投資有価証券評価損 4 － 

その他 0 0 

特別損失合計 12 39 
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    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

税金等調整前四半期純利益 9,067 1,809 

法人税、住民税及び事業税 159 325 

法人税等調整額 3,035 293 

法人税等合計 3,194 618 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,873 1,190 

少数株主利益 19 38 

四半期純利益 5,854 1,152 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,873 1,190 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 564 440 

繰延ヘッジ損益 0 7 

為替換算調整勘定 85 60 

退職給付に係る調整額 － 36 

その他の包括利益合計 650 544 

四半期包括利益 6,524 1,735 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 6,461 1,666 

少数株主に係る四半期包括利益 62 68 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

電気通信 
関連事業 

高周波 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 25,489 6,807 32,297 10 32,307 － 32,307 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
50 0 51 337 388 △388 － 

計 25,540 6,808 32,348 347 32,696 △388 32,307 

セグメント利益 3,235 952 4,187 240 4,428 △1,600 2,827 

（注）１ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２ セグメント利益の調整額△1,600百万円には、セグメント間取引消去△245百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,355百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

電気通信 
関連事業 

高周波 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 24,590 6,019 30,610 91 30,701 － 30,701 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
34 4 38 322 360 △360 － 

計 24,625 6,023 30,648 413 31,062 △360 30,701 

セグメント利益 2,151 761 2,913 219 3,133 △1,688 1,444 

（注）１ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２ セグメント利益の調整額△1,688百万円には、セグメント間取引消去△200百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,488百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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４．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

当第３四半期連結累計期間における生産実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 生産高（百万円） 前年同四半期増減率（％） 

電気通信関連事業 14,789 12.7

高周波関連事業 6,684 △10.3

合計 21,474 4.4

（注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 電気通信関連事業のうち、工事に係わる生産実績を定義することが困難であるため、上記生産実績から除いて

表示しております。

 

②受注実績

当第３四半期連結累計期間における受注実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 受注高（百万円） 
前年同四半期増減率

（％） 
受注残高（百万円） 

前年同四半期増減率

（％） 

電気通信関連事業 24,464 △24.7 16,782 △24.4

高周波関連事業 8,854 27.4 5,096 42.4

合計 33,319 △15.5 21,879 △15.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

③売上実績

当第３四半期連結累計期間における売上実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 売上高（百万円） 前年同四半期増減率（％） 

電気通信関連事業    

 工事 10,866 △22.4

 設備・機材売上 13,724 19.5

 電気通信関連事業小計 24,590 △3.5

高周波関連事業 6,019 △11.6

報告セグメント計 30,610 △5.2

その他 91 772.5

合計 30,701 △5.0

（注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含んで

おります。なお、売電事業につきましては、前第３四半期連結会計期間から新たに開始しております。
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